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業  種 トラック 

取組分野 その他 

テ ー マ 災害時等におけるサプライチェーンを支えるＢＣ（事業継続）連携 

取組の狙い 災害時における支援物資の円滑な輸送、企業等事業活動の早期復興 

具体的内容 １．行政の課題 

（１）行政間の役割・権限等 

・各自治体単位で作成される災害時等の対応計画（地域防災計画）におい

て、支援物資輸送は、政府・都道府県・市町村と、輸送拠点や輸送手配

が煩雑にならざるを得ず、避難所までの円滑な輸送体制構築の障害とな

っている。 

（２）広域連携 

・支援等物資拠点（一次拠点）計画や災害時における輸送等協力協定先が

各自治体単位で構成されており、拠点や協力先等が同時被災した際の対

策が脆弱である。被災地の周辺（隣接する）自治体や拠点、事業者等と

の広域連携を構築していく必要がある。 

 

２．官民連携 

（１）災害等協定 

・佐川急便は災害対策基本法、国民保護法等に係る「指定公共機関」に指

定されている。 

・自治体等と「災害時における物資輸送等の支援に関する協定」締結 

 特に、熊本地震以降、避難所への円滑な輸送を実現することを目的に、

単に輸送に限った協定ではなく、当社が所有する大型配送センター等を

物資拠点として利用するなど「支援物資の集積、仕分け、避難所等への

配送まで一連の活動を行う」災害等協定の締結要請が増加した。 

 

 

 

 

 

 

（２）ＢＣ（事業継続）企業連携 

・ＢＣ企業交流会の開催 

 異業種企業おけるＢＣに係る取組みや課題について情報交換するとと

もに、共通課題の解決や協力関係の深化を図ることを目的に継続的に 

 実施している（第 1 回ＢＣ企業交流会 2016 年 2 月開催。54 社参加）。 
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・ＢＣ（事業継続）協定 

 大手通信事業者と佐川急便がＢＣ協定を締結（2016 年 11 月）。両社の事

業継続（ＢＣ）と災害被災地支援に関する相互協力協定となっている。 

 

取組の効果 （１）地方自治体との包括連携協定 

・災害時の取り組みのみならず、高齢者の見守りや流通振興、観光開発な

ど平時から地域とのコミュニケーションを強化するとともに、地域活性

化に資する活動に拡大している。（2017 年 3 月現在、8 県・4 政令市と包

括連携協定を締結） 

 

（２）ＢＣ連携の推進 

・京都ＢＣＰ企業交流会を実施（2017 年 2 月開催。主催：京都府。参加企

業・団体：約 60 社）するなど、ＢＣＰの取り組みを各地域へ展開 

・大規模災害訓練の共同開催、道路・気象等情報プラットホーム構築や備

蓄品の共同利用等の研究会を実施するなど、具体的な取り組みが進展。 
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